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１、はじめにー生涯学習と地域学

　わが国で地域学という用語が用いられたの

は海外の地域研究においてであった。東南ア

ジア研究などがよく知られている。

　しかし、最近国内でも地域学なる活動の取

り組みが見られるようになった。高度経済成

長が終わって昭和５５年ごろから中央集権的な

政治からの転換を求めて、地方の時代という

言葉が盛んに用いられるようになった。

　全国の地方、地域のなかに、ひとつ、ひと

つと地域学が誕生し始めるのはこのころから

である。経済が豊かになり、人々の暮らしが

豊かになって、自分たちが住んでいる地域へ

の関心が高まった。

　東京一極中心の中央一辺倒の社会から多様

な地域性、地域の良さを見直す動き、また、

地方自治行政の主要な方向性として地域づく

りが取り上げられるようになった。

　平成１２年４月に施行された地方分権一括法

で、国と県、市町村が上下主従から対等な関

係になったことで、地方自治体の地域づくり

を担う住民の責任もいっそう重くなっていく

と思われる。地域学はこれから行政にとって

も住民にとっても、より重要な取り組みと

なっていこう。

　さて、そこで、地域学とは何か。その内容

を見てみよう。

地域学のなかでも、その活動が盛んな山形学

を例に見てみる。山形県生涯学習センターで

は平成元年から山形学講座に取り組んでい

る。１）

　それによると、山形学の基本的な性格とし

て、つぎの二つをあげる。一つは科学あるい

は学問としての山形学、二つ目は運動あるい

は活動としての山形学である。

　科学としての山形学は、地域比較学という

べきもので、科学的で有機的な統一性と体系

をもち、地域の自然、歴史、社会・経済・文

化の特性などを、多角的に解明する学際的・

総合的な研究である。地域の一般的共通性と

個別的独自性を分析・解明し、その地域性を

明らかにする。

　運動としての山形学は、一つは県民や県出

身者などに、山形についての多面的で的確な

知識を与える（地域を知る）こと、二つ目は

山形学学習を通じて山形人としてのアイデン

ティティの確立を促進する（地域を認める）
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こと、三つ目は山形学学習により培われた資

質・能力・知識などを地域活性化、地域づく

りに役立てていく（地域を創る）こととして

いる。

　では、このような地域学は全国にどのくら

い存在するのであろうか。地域学は平成に

なってからさらにふえ、今日では百花繚乱、

百学繚乱といわれ、全国に２,０００くらいある

のではないかと言われている。

　地域学は大別すると、行政主導、大学主導、

民間主導、さらにこれらの組み合わされたも

のに分かれる。

　行政主導はたいてい生涯学習担当課によっ

て行われており、山形学でいう、運動として

の地域学にあたる。

　たとえば、あおもり学、山梨学、丹波学な

どは、政治、経済、教育、文化、歴史、自然

などから地域特性を学び、それらを深めてい

くなかで、自己の生きがいや地域アイデン

ティティを確立していく。２）

　大学を例にあげると、東北学は東北芸術工

科大学が実施するスケールの大きな地域学で

ある。それは縄文時代からの東北の多様な歴

史と文化を掘り起こし、東北を起点として、

日本列島の多元的な歴史や文化像を明らかに

しようとするものである。３）

　民間では、江戸東京フォーラム、大阪学を

はじめ、鎌倉学、熊野学といった個性的なも

のが目をひく。

　本稿では「運動としての地域学」の立場か

ら埼玉県の地域学について考えてみたい。山

形県生涯学習文化財団が発行する全国地域学

実施団体一覧４）には１５３の団体が記載されて

いるが埼玉県内の団体は一例もない。

２、埼玉県のローカリティ５）

　埼玉県は江戸時代、岡部、忍（行田）、岩槻、

川越の四つの小藩と天領地などからなってい

た。これら四つの小藩は幕府の強力な支配下

に置かれたため、独自の藩風が育たなかった。

　経済的には、江戸という大消費地の食料源

の供給地という役割を果たしてきた。荒川、

利根川を下る奥川船が江戸へ年貢米を回送し

たほか、醤油、薪炭、俵物などの一般諸荷物

を江戸へ運んだ。

　また、中仙道、日光街道が南北に走り、渡

り廊下的色彩が強く、小さな宿場町が多く形

成された。

　それゆえ、埼玉県には他県に見られるよう

な大きな城下町も門前町も発展しなかった。

つまり、県の顔ともいうべき拠点都市が育つ

土壌がなかったのである。

　明治維新を迎え、廃藩置県により、明治９

年に熊谷県が廃止され、旧入間県と埼玉県が

合併し、今日の県域がほぼ確定した。

　近代日本の船出にあたって、埼玉県が首都

東京の後背地であったことは、その後の発展

に大きな意味を持ってきた。

　国が大きな公共施設を作るとき、多くの場

合、埼玉県は設置の対象にならなかった。東

京に設置されたら、同様のものを近郊県に作

る必要がなかったからである。教育機関も衛

生機関も東京を利用すれば間に合うという考

え方であった。

　埼玉県に初めて市制がしかれたのは大正１１

年の川越市である。全国８２番目の市である。

県庁所在都市浦和が市になったのは昭和９年

で、全国県庁所在都市のなかでもっとも遅

かった。過半の県庁所在都市は明治２２年に発

足しており、遅れること半世紀である。
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　これを首都東京近郊の影響ととらえるべき

か、埼玉県の都市としての立ち遅れとみるべ

きか。川越が市になったときの埼玉県の人口

は全国第１７位である。

　近代の埼玉県は農業を基幹産業とする農業

県であった。埼玉が成立した明治９年、農業

が８割、工業は２割であった。昭和２５年にお

いても農業人口は産業別人口の５３.８％を占め

ている。

　昭和初期の埼玉県工業の主たる内容をなす

ものは、業種別にみると、染色工業、金属工

業、機械器具工業の三種である。染色工業の

中心をなすのは織物業と製糸業で、いずれも

農業に連動する軽工業部門であった。

　染色工業に関係する埼玉県の養蚕業は、明

治、大正、昭和にかけて、全国第３位を誇っ

ている。

　満州事変のあと生産力拡充の意味から重工

業が飛躍的に発展し、京浜工業地帯が飽和点

に達すると、埼玉県の工場数も増加した。大

正７年を１００とすると、昭和元年は３１０、７年

は４４１で、１３年は６３１とふえていった。

　県ではこのような状況を受けて、以後、農

業県を工業県へと発展させていく努力が払わ

れることになる。

　戦後、昭和２４年の産業別生産額をみると、

農業関係３１.７％、工業関係６８.３％で、７割近

くを工業関係が占めるに到っている。

　昭和２６年、埼玉県は工場誘致委員会を設置

し、２７年１月工場誘致条例を制定公布した。

しかし、３０年１月にはこれを廃止した。誘致

工場への奨励金が年々増加し、県財政を圧迫

したのがその理由であった。

　本格的な工場進出は、しかし県が工場誘致

条例を廃止したあとである。これ以後の工場

立地は、昭和３１年４月に公布された首都圏整

備法にもとづき日本住宅公団（現都市再生機

構）によって大規模な工場団地造成が行われ

てからである。

　埼玉県の工業生産額を都道府県別にみると、

昭和３０年には全国の１.９８％であったが、４４年

には４.０３％になった。このころから埼玉県に

ついて、農業県から工業県への転換、日本有

数の「内陸型工業県」と言われるようになっ

た。４３年には、東京、大阪、神奈川、愛知、

兵庫につぐ全国第６位の工業県に躍進した。

　しかし、この工場集積は内発的自成的に形

成されたものではなく、京浜工業地帯の膨張

適地として、分散移転の受け皿として形成さ

れたものである。都心から３０～４０km圏内の

県南部に発達した工業地帯は京埼工業地帯と

総称され、県北の新しい工業地帯は北武蔵工

業地帯と総称された。

　それでは農業の実態はどうであったのであ

ろう。

　昭和３０年と４０年を比較すると、第一次産業

の県内生産所得は１.６倍になっているが、第

二次は９.１倍、第三次は５.０倍と急激に増加し、

所得格差は拡大している。

　昭和４０年の産業構成をみると、第一次

２２.２％、第二次３８.６％、第三次３９.１％となって

いる。これが５０年になると、第一次９.１％、第

二次３９.９％、第三次５０.６％となる。

　しかし、埼玉県農業は兼業化の著しい深ま

りと、農家離れが進むなかで、野菜類をはじ

め県内消費量を上回る供給能力を持っている。

１００種類を超える多品目野菜生産は粗生産額

で昭和４５年、全国４位、５５年全国５位と、千

葉、茨城などと並んで群を抜くシェアを占め

ている。

　つぎに、昭和３０年代後半からの経済の高度

成長と、それに伴う埼玉県の都市化の影響に
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ついてみてみよう。

　昭和２５年６月「首都建設法」が施行されて、

埼玉県はこの法律により、特定の位置づけを

されて開発されることとなった。３０年１０月に

は埼玉県首都近郊対策審議会が発足した。東

京都と埼玉県は「一つの広地域経済圏」、「一

つの政治行政圏」であることを強調し、「日本

最大の消費地である首都の背後地たる立地条

件」に対応することが強調された。

　これからは、埼玉県の都市化の進行を人口、

宅地化、都市化の地域的拡大、公害、環境問

題についてみてみる。

　埼玉県の人口は昭和２５年、約２１５万人で

あったが、５０年には４８２万人となり、全国第７

位の人口規模になった。これを人口増加率で

みると、昭和２０年代から３０年代の初めは、年

間ほぼ１％であったが、３０年代末に５％台に

上昇し、４０年には約７%に達した。その後５

%台を推移し、４８年から下降、５０年には３％

台に低下した。

　昭和４０年代の人口増加率はとくに著しく、

４５年から５０年にかけての増加率は２４.７%で全

国第１位を示した。急激な人口増加の約７割

は社会増で、この社会増の半分以上が東京か

らの流入であつた。

　昭和５５年の３区分別人口構成は、０～１４歳

２７.８%、１５～６４歳６９.９％、６５歳以上５.３％で、

老年人口の占める比率は県レベルで最下位で

あった。最も若い県といわれた。

　埼玉県から東京へ流出する通勤者は、昭和

３０年には県内に常住する就業者のうち１０人に

１人であったが、４０年には４人に１人、５０年

には３人に１人となった。東京都から埼玉県

に流入する通勤者は同年次の埼玉県から東京

へ向かう通勤者の９分の１ないし１０分の１に

すぎなかった。

　宅地面積は住宅地、工場用地、店舗用地か

らなる。昭和３５年から４４年にかけて年々５％

増加、４５年には約１０％の増加を示した。しか

し、４７年以降低下の傾向を示す。宅地面積の

うち住宅地は昭和４０年から５０年の１０年間に

５７%の増加を示した。

　この間の農地転用を田畑別にみると、田が

３５.５%、畑が６４.５%で、畑のほうが多い。

　都市化の地域的拡大を人口増加の状況に

よってみてみる。昭和２５年から３５年にかけて

は都心からほぼ３０km圏内と高崎線沿線では

４０km圏内で人口増加が目立った。３５年から

４５年にかけては高崎線沿線や私鉄沿線の県西

部と県東部で人口増加が著しく、人口増加前

線は４０km圏を突破した。４０年から５５年にか

けては県西部で東武東上線沿いに前線が北上

し、６０km圏の比企郡嵐山町に到達した。結

局、東京大都市圏の影響を直接受けていない

と考えられる地域は羽生、加須、行田、秩父

など、県の東北部、秩父山地など、東京から

離れた地域に位置しているところである。

　公害は、昭和３０年代後半から県南の川口市

およびその周辺で発生しはじめ、５０年代に入

ると、地盤沈下が栗橋町や鷺宮町など県東北

部まで広がった。光化学スモッグは５８年度に

注意報３３回と全国一を記録した。不老川、伝

右川、綾瀬川のように、汚染度全国一という

川も現れた。

　環境問題は緑地率の減少となって現れた。

東京都心から４０km圏内では、大半の市町で

緑地率５０％を割っている。

　それでは埼玉県の現況はどうであろうか。

現在の特徴をみておこう。項目によって調査

時点が異なるが、ほとんどが平成１４年、１５年

に行われたものである。いずれの項目も４７都

道府県の順位で示すことにする。６）
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　まず、総人口は７０２万９千人で全国第５位

である。産業別有業者数は第一次産業９位、

第二次産業５位、第三次産業４位である。農

業は総農家数１３位、農業総生産額１９位である。

工業は事業所数４位、従業者数５位、製造品

出荷額５位である。商業は事業所数８位、従

事者数７位、年間商品販売額７位である。ま

た、県民総所得は５位である。

　かっての農業県の農産物、花卉類の現況は、

農産物で１位から５位までに入るものが１３品

目、花卉類では７品目である。

　埼玉県の全国１位をすべてではないがつぎ

に上げてみよう。

　年間快晴日数、生産年齢人口（１５歳～６４歳）、

流出人口（県外への通勤・通学者数）、一般世

帯中の核家族率、パートタイム労働者率、ス

ポーツ行動者率、旅行・行楽の行動者率、国

内の観光旅行の行動者率、市の数、公害苦情

件数、光化学スモッグ注意報発令回数、こま

つな収穫量、ゆり出荷量、プリムラ出荷量な

どである。

　分野別で目につくものをあげてみよう。余

暇活動は、先に見たスポーツ行動者率、旅行・

行楽の行動者率、国内の観光旅行の行動者率

が１位で、教養娯楽費が３位である。余暇活

動の充実ぶりがうかがえる。

　文化施設は、図書館数２位、文化会館数４

位、公民館数８位、博物館数１７位で、文化施

設の充実も目を引く。

　公園は、都市公園面積６位、都市公園数９

位である。

　つぎに順位が低いものを見てみよう。

　最下位の４７位は、昼夜間人口比率、高齢単

身世帯、小学校在学者一人当たり経費、就職

率である。

　そのほか順位の低いものは、入院受療率４５

位、外来受療率４２位、中学校在学者一人当た

り経費４２位、高等学校在学者一人当たり経費

４４位、住宅一世帯当たりのべ床面積４３位など

である。

　教育および医療において全国レベルで著し

く低いのは埼玉県の歴史的伝統といわれるほ

どで、東京の近郊県として、多くの人口流入

がある中で、人口増に見合う財政的裏づけが

伴わないからである。一般会計の決算額は全

国７位であるが、一人当たりの決算額に換算

すると４７位、最下位である。文化施設や公園

施設なども一人当たりに換算すると最下位近

くになる。

　埼玉県人には傑出した人物が乏しいとされ

る。そのさい引き合いに出されるのは、畠山

重忠、塙保己一、渋沢栄一の三人だけであ

る。７）他県に比べれば引き合いに出される人

物が少ない。政治家でも国政をリードする人

物をいまだ出していない。

　人物だけではない。埼玉県には他県に誇れ

るような歴史的なエスタブリッシュメントが

ない。東京の「控えの間」的存在として、東

京の侵食に任せてきたといってよい。

３、埼玉県と地域アイデンティティ

　アイデンティティとはエリクソンにより、

精神分析における自我発達論の基本概念とし

て用いられたもので、一般に、「同一性」と訳

され、自己の存在証明、真の自己、主体性な

どの意味が当てられている。８）

　しかし、アイデンティティという言葉は今

日、現代社会の特徴を表現する場合にしばし

ば便利な言葉として、多用されている。地域

との関係でいえば「地域社会の一体感の醸成

と地域個性の発揮」９）といった用い方をされ

たり、埼玉県では「埼玉らしさ」１０）をアイデ

生涯学習と地域学



ンティティと表現している。

　そこで、ここでは、これまでに埼玉県民を

対象に行われた意識調査をもとに、埼玉県民

意識に見られる「埼玉らしさ」を見てみるこ

とにしよう。

　その前に、祖父江孝男が彼の著『県民性』１１）

で埼玉の人々についてつぎのようなことを

いっているので、その内容を紹介しておこう。

　「自然環境をとってみると、地形的にも、そ

れほど特徴があるわけでもない。県民の性格

にもまた、これといった特徴がないし、県民

意識も低い。」、「埼玉の県民性として、県人自

身によって指摘されている性格は、要するに

平凡であっさりしていること。よくいえば

おっとり、悪く言えば粘りもなく、押しの強

さもない。権謀術数を必要とするような政治

的かけひきは苦手で、愚直とみえるほど物事

に真正面から取り組んでいく。また他人の考

えることを受け入れる包容力があるという点

である。たしかにこれらは埼玉県が過去に置

かれてきた諸条件の結果から、当然生まれて

きたものと考えられる。」とのべている。

　県民性が希薄で、没個性的な面は、県の中

心的機能を持った核としての都市がなかった

ことが影響しているのではないかと指摘する。

また、江戸時代に江戸幕府の強力な支配のた

め、独自の藩風を作り出すような藩がなかっ

たことなどをあげている。

　それでは、ここからアンケート調査をもと

に埼玉県の県民性を見ていくこととする。お

もに利用するのはNHK放送文化研究所が

行った「全国県民意識調査」１２）である。本調査

は４７都道府県を対象に実施され、調査時期は

平成８年６月であるが、昭和５３年にも同一内

容で調査された項目が多く、かつ全問、各都

道府県の順位が示されていることである。

　第１表を見てみよう。ここでは順位に注目

してみてみる。

　まず、地域意識から見てみる。

　「いま住んでいるところは住みよいか」、

「自分の住んでいる県は好きか」、「○○県人

だという気持ちを持っているか」と県民意識、

県への愛着度を聞いたものは、平成８年、昭

和５３年ともに全国最低、あるいはそれに近い。

全国で県民意識がもっとも低く、愛着度も低

いことを示している。

　地元の人情、地元の言葉への愛着もきわめ

て低い。地元の人々のものの考え方にも特徴

をみとめない。土地とか、地域への認識をふ

だん感じないで生活しているのではなかろう

か。行事や祭りへの参加の低さがそれを示し

ているようだ。

　では、地域の政治はどう見ているのであろ

う。地域の政治にまったく満足していないし、

地域の政治への参加意識もまったくなさそう

だ。国の政治への関心が高くて、地域は県、

市町村ともに政治への関心が低い。都市型市

民を象徴している。

　公共の文化施設や自然、気候についてはあ

まり不満を感じていない。

ようするに人間関係が希薄ということだ。基

層にあるのが隣近所のつきあいの低調さであ

る。

　つぎに生活意識をみてみる。

　「流行おくれのものを着ても気にならない」

は、不景気前の昭和５３年ごろはけっこう気に

している。お金というものへの認識は低いし、

使うことへの抵抗感もない。

　しきたりへの尊重も低くなっているし、年

齢の上下関係など関係ない。独身へのこだわ

りもない。先祖意識も低い。それゆえか子供

の教育にも関心が低い。
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第１表　NHK全国県民意識調査にみる埼玉

昭和５３年平成８年

項　　　　　目
順位

埼玉

平均

全国

平均
順位

埼玉

平均

全国

平均

４７

４７

４５

―

４３

４７

４０

４６

４６

５

４７

３７

―

４２

４１

４０

７３.７

６７.５

５７.２

―

４５.０

２３.０

４４.６

２３.８

１０.７

４３.６

６.５

３４.８

―

６.７

５６.３

４１.０

８２.６

８１.３

６７.４

―

５８.８

４４.８

４７.８

３０.８

１４.４

３８.８

１０.３

３５.０

―

１５.４

５８.９

４４.６

４７

４７

４６

４７

４６

４５

４７

４６

４６

６

４０

４５

１７

３２

４６

４７

７６.６

６２.１

５５.２

４４.４

４３.６

２４.７

３７.８

１９.６

５.７

４７.７

７.３

２４.６

４２.７

１０.２

４４.１

３８.２

８３.６

８１.４

６８.７

６０.６

６１.２

４４.３

４６.７

２９.０

８.９

４３.３

９.７

２８.８

４３.０

１５.１

５１.５

４４.８

いま住んでいるところは住みよい

自分が住んでいる県（埼玉）は好き

○○県人（埼玉）という気持ちを持っている

この土地の人々の人情が好き

この土地の言葉が好き

○○県（埼玉）の人々のものの考え方にはほかの県の人々と

は違った特徴がある

地元の行事や祭りに積極的に参加している

住まい（市・区・町・村）の政治に満足

住まい（市・区・町・村）の政治は自分たちが動かしている

国の政治に関心を持っている

県の政治に関心を持っている

市区町村の政治に関心を持っている

公共の文化施設は利用しやすい

この地方の自然や気候はきびしくつらい

隣近所の人との付き合いは多い

隣近所の人には信頼できる人が多い

地　
　
　
　

域　
　
　
　

意　
　
　
　

識

４６

４５

―

４６

２５

４７

―

４２

４７

３５

３８

１９

４１

５

―

―

３０

―

３２

５８.５

４１.３

―

３５.４

６２.０

３４.５

―

５４.７

３０.７

８９.５

６８.４

２２.７

１７.３

７６.９

―

―

５２.４

―

５９.６

６５.９

４８.５

―

４４.８

６２.４

４１.６

―

５８.８

３９.８

８９.２

６８.８

２４.１

２０.６

７３.６

―

―

５３.２

―

６２.８

３２

４７

４０

４２

４３

４６

４６

４５

４６

４４

４５

７

４５

４６

４４

４６

４４

４０

３５

６３.０

４５.０

４９.８

３９.４

５１.４

２８.９

４１.１

５２.０

２５.８

７０.８

５５.２

３１.９

２１.９

６５.５

４８.９

２３.４

３４.３

７８.７

６３.６

６４.２

５２.２

５４.７

４２.１

５７.２

３６.７

４８.５

５６.９

３３.６

７４.８

５９.１

３１.０

２８.６

７３.０

５４.３

３０.１

４０.２

８２.２

６６.５

流行おくれのものを着ても気にならない

お金はしばしば人間を堕落させる汚いもの

いまの世の中はすべて金次第でよくない

普段の生活はできるだけ切り詰めてお金や財産を残したい

昔からあるしきたりは尊重すべきだ

年上の人が言うことは自分を抑えても従う

人は結婚するのが当たり前だ

家の祖先には強い心のつながりを感じる

子供の教育のためには生活を切り詰めても金をかけるべきだ

家庭生活では家族団らんを大切にしたい

相談したり助け合える付き合いがよい

互いのことに深入りしない付き合いがよい

人間にはすぐれた人とそうでない人がいる

いまの日本はまあよい社会だ

からだの不自由な人やお年寄りのためのボランティア活動が

してみたい

人々の生活が便利になるためには、自然環境がある程度犠牲

になってもやむおえない

公共の利益のためには個人の権利が多少制限されてもやむお

えない

今の生活に満足している

世間一般に比べ暮らし向きはゆとりがある

生　
　
　
　

活　
　
　
　

意　
　
　
　

識



　家庭生活では家族団らんより一人一人の生

活を大事にしたいようだし、他人との付き合

いも淡白を歓迎する。だが、他人を肯定する

感覚は優れている。

　公益よりも個人の利益を優先しているよう

だ。埼玉の自然環境へのこだわりが出ている。

また、ボランティア活動への参加意識も高く

なく、やはり自己中心性が垣間見られる。

　平成８年には日本社会への評価が低下して

いる。それが生活満足や暮らし向き評価の低

さと関係しているのであろうか。

　それでは現在の自分たちの身の回りの居住

環境についての満足度はどうであろうか。　

それを第２表に見てみよう。資料は平成１４年

度埼玉県政世論調査報告書１３）である。

　７割の人は緑が多く、災害は少ないと感じ

ている。しかし、公害や交通事故への不安は

大きく、犯罪への心配もかなり高い。

　公園・遊び場・集会場、医院・病院、学校・

教育施設の整備状況についてはまずまずの評

価をしている。しかし、スポーツ・レクレー

ション施設や、コミュニティ活動の場につい

ては施設が不十分だと思っている。

　商店数、商品価格については６割以上の人

が満足している。しかし、高級品・贈答品・

ファッション品などの買い物は東京での買い

物が３割以上１４）を占めている。

　一流の文化・芸術にふれる機会や文化・芸

術活動を行う場所について埼玉県内ではきわ

めて不十分であると思っている。実際、コン

サートや演劇、映画などを聴いたり観たりす

るために５割以上１５）の人が東京に行っている。

美術館や博物館についても同様である。

　以上、住民意識をもとに埼玉県の「埼玉ら

しさ」をみてきた。地域意識では県民意識や

地域愛着性が全国最低であった。このことか

ら埼玉県の特性は「自立形成の蹉跌」ととら

えられる。蹉跌とはつまずくことである。
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第２表　居住地域の住みやすさについて

そうは思わないそう思う項　　　　　　　　　　目

２９.０

６３.０

２８.９

６６.４

５４.０

３７.６

３５.４

３３.８

３３.９

２０.３

５１.９

７１.３

６９.８

４２.８

２１.９

７０.８

３５.１

６９.６

３３.０

４４.８

６０.９

６４.３

６５.１

６３.１

７６.３

３９.５

１８.６

２０.１

４５.７

７７.０

街の中や住まいのまわりに緑が多い

空気・川はきれいで公害の心配はない

災害が少なく安心である

交通事故の心配がなく安全

犯罪におびやかされることなく生活

公園・遊び場・集会場が整っている

住まいの近くに商店が多く生活に便利

医院・病院が身近にあり安心

生活必需品の価格が安定していて生活しやすい

住まいの近くに学校・教育施設が整っている

スポーツ・レクレーション施設が豊富

一流の文化・芸術に直接触れることのできる施設や機会が整っている

身近な場所で文化・芸術活動を行う機会や場所が多い

地域単位でコミュニティ活動を行うための機会や場所がある

今住んでいるところは全体として住みよいところだ

注　そう思う　　　＝まったくそうだと思う＋まあそうだと思う

　　そうは思わない＝あまりそうは思わない＋まったくそうは思わない

　　ほかに「わからない」は省略
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　また、生活意識ではお金へのこだわりが少

なく、消費的で自分本位なところがあった。

すでに前節でみたように、余暇活動では旅

行・行楽への行動者率全国１位、加えて教養

娯楽費全国３位、また、フィットネスクラブ

利用者も全国７位である。このように、埼玉

県民の市民としての特性は個人主義的で、当

面の快楽を求める「消費者市民」と特徴づけ

ることができよう。

４、埼玉学構築をめざして

　前節で、埼玉県の特性を「自立形成の蹉跌」

ととらえ、県民の特性を「消費者市民」とし

た。埼玉県は東京に隣接して歴史的に東京の

控えの間的存在であったこと、住民は自己中

心的で地域への愛着が乏しいことから、埼玉

県の課題は「自立社会の形成」であることが

わかる。すなわち、「埼玉学」は「自立社会の

形成学」である。

　では、埼玉学の構築はどのようにしたら可

能なのであろう。

　すでに、全国にある地域学のいくつかをみ

てきた。あおもり学のように、政治、経済か

ら文化・歴史や動物・植物など多方面に学習

対象をもとめる一般教養的な地域学が多数を

占める。

　一般的教養としての地域学をさらに深めた

のが地域的教養１６）としての地域学である。地

域的教養は地域の共通で共有の課題を学ぶな

かで、地域社会のなかで優先されるべきもの、

守るべきものを明確にする。それゆえ、共有

される価値観が明確になる。

　教養的学習によって見出された自然、文化

を継承すれば、それとかかわる生活の価値を

確認でき、そこから新たな協同や協働が生ま

れてくる。協同性の発展はさらに開かれた共

同性に結びつく。

　では、地域的教養としての埼玉学はいかに

して可能になるのであろう。以下に検討して

みたい。

　前節で「自立形成の蹉跌」といった。しか

し前節のデータは平成８年について見たもの

である。その後県民意識や地域愛着度はもう

少し高まっているのではないかという疑問が

生まれる。たしかに平成１２年には「さいたま

新都心」が街びらきをした。埼玉スタジアム

２００２もオープンした。すでに昭和６３年には大

宮にオフィス棟、ホール棟、ホテル棟からな

るソニックシティが出来て、コンサートや

ショー、国際会議の場を提供している。平成

６年には彩の国芸術劇場も開館している。

　しかし第２表に見たように、「一流の文化・

芸術に触れる機会」、「身近な場所での文化・

芸術活動を行う場所」についての県民の満足

はきわめて低かった。

　ここでは、埼玉県の取り組む県の地域づく

りを参考にしながら「自立社会形成」をめざ

す「埼玉学」のあり方を考えてみよう。

　ここで参考にする資料は昭和６０年度報告書

『埼玉の自立に向けてしなやかで魅力ある地

域社会の創造』（以下『しなやかな創造』）１７）

と平成１４年２月発行の『彩の国５か年計画２１』

（以下『計画２１』）１８）である。

　『計画２１』の計画期間は平成１４年度から１８年

度までの５か年計画で、「環境・安心・元気プ

ラン」の実現、「職・住・遊・学」の諸機能の

拡充を地域づくりの目標とする。

　では『計画２１』は東京都との関係をどうと

らえているのであろう。「東京都とは、従来

から、東京と一体となった暮らしや活動の広

がりが形作られて密接な関係にあり、本県の

自立性を高めていくことはもとより、世界の

生涯学習と地域学



経済・文化の中枢としての役割を担う世界都

市東京との共存、一層の連携を推進し首都機

能の一翼を担いながら、多様な県民ニーズに

対応した質の高い県民生活を実現していきま

す」１９）とのべている。

　ここにはますます東京と一体となった、東

京との依存関係をよりいっそう強めていく姿

勢がみてとれる。これでは埼玉県の独自性、

県民意識はなかなか生まれてこないのではな

かろうか。

　昭和６０年度の報告書『しなやかな創造』は

昭和３０年以降の過度の東京への依存で、本来

埼玉県が持っていた豊かな魅力と個性が失わ

れていったことへの反省が問題の焦点になっ

ている。

　昭和６０年に策定された「埼玉県新長期構想」、

および「さいたまYOUAndIプラン（埼玉中枢

都市圏構想）」は過度の東京依存からの脱却を

めざしたものである。

　『しなやかな創造』は「＜埼玉に住んでよ

かった＞とすべての県民が感じられるような、

身近な地域の利便性、快適性などを追求し、

漸次、県民のアイデンティティの涵養に努め

る。そして長期的には高次の経済、教育、文

化面等の都市機能が県内で充足できる埼玉を

めざす」。２０）こう考えることで、埼玉県全体の

「自立性」を高めることができるとしている。

　そして自立型社会の基本的要素として、総

合的居住性、多様性、自主性、連帯性をあげ

る。総合的居住性の中身は快適、利便、安全、

健康、美観である。代表的な生活環境指標で

構成されている。多様性は地域性、独自、個

性、自治で構成される。県内各地域でその特

性を生かし、地域に根ざした多様なまちづく

りが展開されなければならないとしている。

　自主性は活力、躍動、勢い、生きがいで構

成される。地域が「主役」という社会を実現

するためには、地域の自主性を担保にし、こ

のことを自らの判断で決定できる「仕組み」

を作るとしている。連帯性は広域性、狭域性、

均衡、調和、共生よりなる。県土の均衡ある

発展を図るためには、地域の主体的な取り組

みはもちろんであるが、県および市町村の連

帯性が求められるとしている。

　そして、総合的居住性、多様性、自主性、

連帯性、これら四つの要素が相互に働きかけ、

密接にからみあい、全体としてその輪の面積

を拡大していくことを「自立化」と定義づけ

た。

　自立型社会とは自立化によって自治権が確

立し、定住化が促進し、生きがいと魅力が創

造されることであるとしている。

　ここで「生きがいと魅力の創造」の中身を

見ると「県民の誇りと愛着の創出（アイデン

ティティ）」、「地域産業の活性化、利便性・安

全・美観・やすらぎの創出」、「各種施設の総

合的整備」、「埼玉文化（伝統まつりなど）の

創造」となっている。

　ここに取り上げた自立型社会の枠組みは、

総花的な地域づくりのモデル図で、実現性に

乏しく、地域づくりの整理の仕方を示したに

すぎない。

　問題は現実に目を向けて自立を考えること

である。ちょっと足を伸ばせば全国最高水準

の文化、芸術を享受できる東京がある。産業、

経済はいうに及ばず、しかも東京には多種多

様な情報がうなっている。

　どうすれば埼玉の自立は可能なのであろう

か。それは東京に負けない高次の経済、教育、

文化等の都市機能の整備である。

　『計画２１』には、地域整備の考え方として、

第一に「高次都市機能の集積による自立性の
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高い県土づくり」が謳われている。埼玉百年

の大計として「さいたま新都心」が街びらき

した。平成１５年１月にはさいたま市が政令指

定都市になった。これらは埼玉の中心の形成

である。新しいエスタブリッシュメントの創

出である。さらに川口市には「さいたま新産

業拠点（SKIPシティ）」が誕生し、埼玉県北

の本庄市では「本庄地方拠点都市地域」計画

が進められている。高次都市機能、新しいエ

スタブリッシュメントである。

　「さいたま新都心」には国の１８機関が集団移

転してきた。しかしその機関は地方整備局、

行政評価局、防衛施設局といった中央官庁の

中ではマイナーなものや、関東管轄の地方局

である。江戸時代の四つの藩は幕府の強力な

支配下に置かれて独自の藩風が育たなかった

が、中央官庁の移転が埼玉の自立に貢献する

のだろうか。

　たしかに、業務管理、商業、教育、文化、

研究開発、情報などの高次都市機能の集積は

経済的、文化的に自立性の高い県土作りを可

能にするかもしれない。しかし、最近の県税

収入は６,０００億から６,５００億円台で、歳出額の

三分の一程度でしかない。県の財政状況を見

ると高次都市機能の集積による自立性の高い

県土作りがいかに困難なものかがわかる。

　前節第２表で、埼玉には緑が多いという意

見が７割を占めた。『しなやかな創造』の県民

アンケートでも、埼玉県の将来像について、

「自然をできるだけ残し、緑や清流を大切に

する県」になってほしいが３７％を占めてもっ

とも多かった。２１）多くの県民が生活の中の“う

るおい”や“やすらぎ”を緑に求めているの

ではなかろうか。

　埼玉県の特徴は緑のほかに河川に恵まれて

いることである。県の中央を流れる荒川、北

部県境を流れる利根川、さらにこれらの河川

の水系に属する多数の大小河川が県域を流下

している。

　さらに埼玉県は山地および丘陵地の占める

割合が小さく、平坦地が多い。可住地面積は

総面積の７割近くを占めて全国第２位である。

　平坦地・川・緑、この三つこそ埼玉県が誇

る貴重な資源といえそうである。そこで埼玉

県の自立はこの三つの資源が歴史的にもたら

した豊かさを根拠に考えるべきであろう。

　電車に乗って荒川を越えれば一流の文化に

出会える。最先端の消費文化が待っている。

埼玉県で消費的価値の集積をめざしても東京

を追い抜くことはできない。

　埼玉県の自立を可能にするのは東京の消費

的価値とは異質の価値の発見にあるのではな

かろうか。

　それが埼玉県の平坦地・川・緑である。そ

こに存在するのは埼玉県の土着的価値である。

いま一度、埼玉県の土着的価値を掘り起こそ

う。そこに東京に依存しない埼玉県独自の価

値を発見することで、県民意識に埼玉県に対

する新しい信頼が生まれることになろう。こ

の県民の埼玉県に対する新しい信頼こそ埼玉

県の自立を可能にするものである。新しい信

頼が埼玉県民のアイデンティティの形成を可

能にする。　　　　　　　　　　　　　　

　それでは、われわれが学ぶ土着的価値とは

どのようなものであろう。

　それは①埼玉の水（川）、②埼玉の緑、③埼

玉の土、④埼玉の味（食）、⑤埼玉の人情、⑥

埼玉の技、⑦埼玉の遊び、⑧埼玉の行事、⑨

埼玉の伝統、⑩埼玉の祭り、⑪埼玉の信仰、

⑫埼玉の学び、⑬埼玉の育児、⑭埼玉の商い、

⑮埼玉の時、などである。

　これらは埼玉県が高度経済成長の中で激変
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する埼玉を迎えるまでの、自然や風土をさぐ

ることでもある。

　生涯学習としての地域学には一般的教養と

してのものと、地域的教養としてのものが

あった。地域的教養としての地域学は、その

内容を研究し、編成して、それを学習する。

埼玉学のはじめは埼玉県の土着的価値の研究

から始めることになろう。消費者市民として

の埼玉県人が埼玉県の土着的価値を学ぶこと

によって、埼玉県の持つ独自の価値に気づき、

現代社会の中における新たな価値として認識

することができれば、埼玉県は東京依存の地

域社会から離れて、埼玉県独自の自立型社会

の形成も夢でなくなる。

５、おわりにー生涯学習と埼玉学

　埼玉県には平成８年から川越市立博物館が

郷土史研究としてはじめた川越学、平成１５年

から駿河台大学が地元サービスで始めた飯能

学、民間人の手による秩父学などがある。

　では、埼玉県は地域学にどのようにとりく

んできたのであろうか。平成４年１０月、埼玉

県は県生涯学習審議会に「新しい埼玉づくり

を目指す＜くにづくり埼玉学（仮称）＞」を

諮問している。２２）

　これは平成４年６月に行われた埼玉県知事

選挙で土屋義彦が当時の埼玉県９２市町村をも

じって「埼玉の９２づくり」と言って当選した。

その政見の具現化である。

　平成６年３月に行われた答申は、埼玉の風

土やくらし、環境、自然、歴史、産業などの

学習分野を分野ごとにプログラムとして整備

し、これをさまざまな学習機関で提供するこ

とで、埼玉に対する誇りと埼玉を愛する県民

意識が生まれるとしている。

　学習プログラム開発の基本的考え方として、

埼玉について認識を深めるプログラム、新た

な埼玉を発見できるプログラム、学習者の現

代的課題を解決し、住みよい埼玉、誇れる埼

玉づくりを可能にするプログラムをあげてい

る。しかし、これらのプログラムを開発する

のは県の各課や各機関としている。

　＜くにづくり埼玉学（仮称）＞は平成１０年

度に策定され、１６年度に見直された『埼玉県

生涯学習振興計画』の中には盛られていない。

また、答申が埼玉学（仮称）実践の中心機関

として要望した「生涯学習推進センター」も

いまだに設置されていない。埼玉学は仮称の

まま今日に至っているものと思われる。

　本稿で私が指摘する埼玉の土着的価値の発

見が、ここでいう「新たな埼玉を発見できる

プログラム」となれば幸いである。そして埼

玉県民が効率の経済や利便と快適性を追求す

る消費者市民、から解放された生活文化を築

いたとき、埼玉県に自立型社会が形成された

といえよう。
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